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1. 研究目的 

気候システムの温暖化よる水循環の活発化

に起因した極端な降水形態の変化，特に豪雨の

増加が指摘されており，水害の発生も多様化す

ると見込まれている 1)．水害による被害を軽減

するためソフトとハードの両面からの対策が

必要である．限られた予算を全てハード対策に

投資することは困難であり，ソフト対策と融合

させながら対策整備を行う必要がある．効率的

なハード対策，ソフト対策を計画するためには，

現況の水害とその原因を明らかにし，対策の過

不足を評価することが重要である．この背景を

ふまえ本研究では，福島県を対象に行政区域毎

の水害の実態を明らかにし，各対策の計画に有

用になる「降雨と災害」の関係を定量的に示す

ことに取り組む． 

2. 解析手法およびデータセット 

本研究では，国土交通省の監修する「水害統

計」を基に 1998 年から 2007 年に福島県で発生

した降雨に起因した水害をデータとして整備

し，災害発生当時の降雨を（財）気象業務支援

センターの発行するレーダーアメダス解析雨

量データから再現することで，水害を誘発させ

た降雨情報を面的，かつ量的に求めた．また，

これらを市町村毎に整理することで，降雨と災

害の関係を明らかにさせた．なお，実際に災害

と比較するために用いた降雨情報は，市町村毎，

災害を引き起こした降雨イベント中の①から

③にある． 

① イベント期間中の最大日降水量 

② イベント期間中の日平均降水量 

③ イベント期間中の累積降水量 

 この関係の解明の一方で，各市町村における

降雨のポテンシャルを把握するため，市町村毎

の再現期間に応じた日降雨量を求めた（詳細は

3 章参照）．このポテンシャル日降雨量，実績

による降雨と災害の関係を比較検証すること

により，市町村毎の災害周期と対策整備の係わ

りを明らかにした． 

3. 再現期間に応じた降雨極値解析 

再現期間の降雨極値解析のデータとして，

AMeDAS 観測所における 1979 年から 2008 年

の日降水量データとメッシュ気候値 2000（監

修：気象庁，解像度 1km×1km）を利用した．

川越ら 2)により開発された解析手法に準拠し

ている． 

手順の概要は以下の通り． 

1) AMeDAS 観測所毎に各年の最大日降水量を

抽出し，確率分布型で GEV（Generalized 

Extreme Value）分布,母数推定法として PWM

（Probability Weight Moment）法による頻度

解析を行い，各地点の 5 年，10 年，15 年，

20 年，30 年，50 年，100 年の再現期間の降

雨極値を算出する． 

2) AMeDAS 観測所毎の再現期間の降雨極値

と暖候期（4 月から 11 月）降水量の関係

を求め，暖候期から再現期間降雨極値を求

める線形式変換を構築する．（図 1 参照） 

3) メッシュ気候値 2000 の暖候期降水量を利

用し，福島県全土の解像度 1km×1km による

再現期間の降雨極値の分布情報を作成する． 

(事例として図 2 の再現期間降雨極値分布参照) 

4) 国土数値情報の行政区域メッシュを利用

して市町村毎の再現期間の降雨極値を求

y = 0.1416x ‐ 24.634
R² = 0.3615
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図 1 再現期間の降雨極値線形変換式検討図 

Y=0.1415x-24.634 

R=0.601 

(例) 再現期間 5 年降雨極値 

図 2 福島県の再現期間 5 年の降雨極値分布 



める. 

各市町村の再現期間の降雨極値を求めること

により，各地域の降雨ポテンシャルを推計でき

る．また，再現期間降雨量に応じて計画される

水害対策に対して，災害実績を重ね合わせるこ

とで対策の過不足を評価することができる． 

4. 解析結果 

4.1 実績による災害と降雨 

1998 年から 2007 年に福島県に発生した水害

件数は 1534 件であり，その概ねは内水氾濫

（59.5％）によるものである．この結果は，水

害の実情として堤外の対策が整備される一方

で，堤内の対策が不足していることを示唆する．

図 3 は各市町村の水害発生件数を示した分布

図である．この結果より，郡山市，いわき市に

水害が集中していることが見てとれる．この地

域は市街化の発達した地域であり，保全対象の

重要性から治水整備が優先的に整備されてい

る．水害項目として多いものは内水氾濫であり，

堤内における対策の課題を反映した結果が示

されている．なお，これらの都市域でも水害発

生件数の多い郡山市を参考にすると水害（内水

氾濫）を引き起こした降雨イベントの空間にお

ける日最小降雨量 39mm でも内水氾濫が認め

られているため，堤内に対する対策が脆弱であ

ることが明らかである．また，会津地方は水害

件数が少ない結果が示されている．この地域は

人口密度も少なく，自然現象が災害に直結して

いない可能性がある． 

4.2 再現期間降雨極値の実績の関係 

再現期間降雨極値と降雨実績の関係は，各市

町村で再現期間の降雨極値と，災害発生の降雨

イベントにおける日最大降水量，日平均降水量

の空間的な最大値，最小値を比較することによ

り求められた．(以下 災害影響線と呼称，図

4 参照)．図 5 はこの結果を空間的に示したも

のある．この図 5 を参考にすると，概ねの市町

村が再現期間 5 年の日降雨量でも水害発生す

ることが見てとれる． 
5. 結論 

本研究の成果を以下に列挙する． 

1)福島県の水害として，内水氾濫が多く認め

られており，郡山市，いわき市等の市街地

を中心に多雨に従い発生する傾向が明らか

にされた． 

2)福島県内の概ねの市町村で水害発生しうる

降水量は再現期間 5 年であり，短いタイム

スケールでの水害出現になることが明らか

にされた． 

3) 福島県の降水ポテンシャル（再現期間の降

雨極値）の空間分布を作成した．結果とし

て盆地は降雨ポテンシャルが少ないことが

求められているものの，市街地では内水に

よる水害が認められている． 

この他に研究を通じて，市町村単位の降雨

と水害リスク（水害面積，水害被害額），標高

や土地利用の関係を明らかにしたものの強い

相関を得ることができなかった．今後，空間

情報を細やかにすることで再度関係性を検討

し，気候システムの温暖化，および対策の影

響も考慮しなければならない． 
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図 5 降雨イベントの日平均降雨量の空間的な
最小値分布 
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図 4 災害影響線図(例 郡山市) 

図 3 福島県の水害発生分布図(1998-2007 年) 
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